
国有林野事業における労働
災害の発生状況等について

関東森林管理局資源活用課

令和3年3月
「林業事業者との意見交換会」

機密性○情報 ○○限り

林業における労働災害発生状況

作業種別死亡災害発生状況

年齢別死亡災害発生状況

○平成31年／令和元年（以下、「令和元年」）の林業労働における
死傷者数は1,248人（うち死亡33人）

○令和元年の死亡災害33件のうち、22件（67％）が伐木作業に
おける災害
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◆労働災害発生率（死傷年千人率）の他産業との比較
平成31年／令和元年の林業の死傷年千人率（休業４日以上）は20.8であり、
全産業の中で最も高く、全産業平均2.2の約10倍

◆林業における労働者以外（事業主、一人親方）の死亡者数
平成29年は５人、平成30年は9人、令和元年は10人

林業における労働災害発生状況

（治山・林道）

（生産・造林・立販）
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・ チェーンソーによる作業中の災害が4件発生。
・ 林道からの重機の転落災害が１件発生。

国有林野事業における労働災害発生状況（関東局）
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国有林野事業における労働災害発生状況（関東局）

・ 刈払機による作業中の災害が3件発生。
・ つるがらみに起因する災害が2件発生。
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〇令和２年度 関東森林管理局の請負事業等における休業４週間以上の災害① （原因と対策）



〇令和２年度 関東森林管理局の請負事業等における休業４週間以上の災害② （原因と対策）
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〇令和２年度 関東森林管理局の請負事業等における休業４週間以上の災害③ （原因と対策）



10

〇令和２年度 関東森林管理局の請負事業等における休業４週間以上の災害④ （原因と対策）
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〇令和２年度 関東森林管理局の請負事業等における休業４週間以上の災害⑤ （原因と対策）
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〇令和２年度 関東森林管理局の請負事業等における休業４週間以上の災害⑥ （原因と対策）

● ７月12日 北海道局 立木販売

被災者は、フェラーバンチャ付バックホウで作業道作設作業中、作業道終点から戻るためバックで作業道を引き返そうとしたが、
窪みや急傾斜により容易に登ることができず何度か行き来していたところ、バランスを崩し重機ごと転落し、運転席から投げ出さ
れ、重機の下敷きになり受災したものと推測。

● ９月24日 四国局 林道事業

被災者は、２トンダンプで土砂を運搬中、ゆるやかな右カーブにさしかかった際、何らかの原因により路肩へ寄りすぎ、右後輪
が脱輪し車体後部から斜面を谷側へ落ち込むような形で約14ｍ転落し受災したものと推測。

●10月30日 九州局 造林事業（保育間伐活用型）

被災者は、砂利を不整地運搬車で運び、林道の凹部に敷ならす作業を行っていた。下ろした砂利をキャタピラで転圧しようと車
体を前後に数回動かす作業を行っていた時に誤って転落し、林道から約10ｍ地点の川床で不整地運搬車の下敷きになり受災したも
のと推測。

●11月６日 東北局 造林事業（保育間伐活用型）・検知業務

被災者は、山元土場において検知業務に従事していたところ、中間土場から戻ってきたトラックを避けるため、グラップルと
ともに約4ｍ後方に下がったあと、元の位置に戻ろうとしたグラップルの左側のキャタピラの下敷きになり受災。

・ あらかじめ、作業場所の地形、地盤の状態などを調査し、その結果に基づき
「作業計画」を定め、当該作業計画に基づき作業を行うこと。

・ 危険な箇所には標識を設置し、必要に応じて、誘導者を配置すること。
・ バック走行を必要最小限にすること。
・ 運転者にシートベルトを装着させること。
・ 同一場所で作業が混在する場合は、作業者間で十分に連絡調整を図り、合図
等を統一すること。

など労働安全衛生規則等を踏まえた安全確保の徹底をお願いしたい。

対策
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〔令和元年度発生の死亡災害６件のうち車両系木材伐出機械や運搬車両に関連するものを抜粋〕

林道又は作業道からの転落による死亡災害が多発

〇車両系木材伐出機械等による作業の労働災害防止について

近年の災害発生状況を踏まえた労働災害防止対策



労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）抜粋
（調査及び記録）
第151条の88 事業者は、車両系木材伐出機械を用いて作業を行うときは、当該車両系木材伐出機械の転落、地山の崩壊等による労働者
の危険を防止するため、あらかじめ、当該作業に係る場所について地形、地盤の状態等並びに伐倒する立木及び取り扱う原木等の形状等
を調査し、その結果を記録しておかなければならない。
（作業計画）
第151条の89 事業者は、車両系木材伐出機械を用いて作業を行うときは、あらかじめ、前条の規定による調査により知り得たところに適応
する作業計画を定め、かつ、当該作業計画により作業を行わなければならない。
以下〔略〕

① 車両系木材伐出機械等の作業計画

②チェーンソーを用いて行う伐木作業・造材作業に関する作業計画

「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」（平成27年12月7日付け基発1207第3号）抜粋
６ 作業計画等
（１）調査及び記録
事業者は、伐木等作業を行う場合、伐木等作業を行う範囲を対象に、チェーンソーを用いて伐木の作業を行う場合には表１、チェーン
ソーを用いて造材の作業を行う場合には表２に示す事項を含め調査し、その結果を記録すること。
なお、当該調査及び記録には、別添１に示す作業計画の標準的な様式を活用することが可能であること。また、伐木等作業、車両系木
材伐出機械を用いる作業等の調査及び記録をとりまとめ、一の様式にすることは可能であること。
（２）リスクアセスメント及びその結果に基づく措置の実施等
〔略〕

（３）作業計画
ア 事業者は、伐木等作業を行う場合には、あらかじめ、上記（１）を踏まえ、チェーンソーを用いて伐木の作業を行う場合には表３、
チェーンソーを用いて造材の作業を行う場合には表４に示す事項を含む作業計画を定めること。なお、作業計画の標準的な様式
は、 別添１であること。上記の作業計画は、現場の実態等を踏まえ、伐木等作業に加え、車両系木材伐出機械その他の作業を
行うために定める作業計画と合わせて、一の様式とすることも可能であること。
なお、上記（２）に基づく、リスクアセスメント及びその結果に基づく措置については、上記の作業計画を定める場合にも活用でき
ること。

イ 事業者は、上記アにより定めた作業計画に基づき伐木等作業を行うこと。
ウ 上記アにより定めた作業計画について、事業者は労働者に確実に周知を行うこと。なお、例えば、伐木等作業を開始する前に、
朝礼等の安全衛生に関する打合せを活用し、作業計画の説明を行う等の方法があること。

※林業架線作業については第151条の125、簡易林業架線作業については第151条の153により、作業計画の作成が必要。
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〇労働安全衛生規則等に基づく作業計画について

事前の調査及び作業計画の作成が労働災害の未然防止に有効

15事業者は、労働者に作業計画を周知し、当該作業計画に基づき作業を実施



様式にとらわれず、作業前に知っておくべき事項を具体的に記載することが重要 16

（参考）
関東森林管理局管内の請負事業・立木販売における休業４日以上の災害の分析

基礎データ：平成31年４月１日から令和２年12月31日（1年9ヶ月）の間に、関東森林管理局
管内（24署等(森林管理署・支署・治山センター等)）の請負事業及び立木販売
において発生した労働災害件数 22件
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・ 曜日別では、月曜日（７件）と火曜日（７件）に多発（全体の64％）。
・ 時間帯別では、10時台（５件）と13時台（４件）に多発。
・ 月曜日の災害７件のうち６件が午後に発生。
・ 火曜日の災害７件のうち５件が午前に発生。
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